
三位一体改革と道州制

はじめに

小泉内閣の公約である 「三位
一体改革」につ

いては、予想された通り、ここに来て各省や応

援する政治家たちの抵抗が強まっている。年末

までにどのような決着をみるのか、現時点では

予断を許さないが、各省等の反対理由は、つま

るところ、当該事務の実施と補助金等の確保は

「国」の責任であり、地方団体等には任せられ

ないということのようである。

しかし、「国の責任」という場合の 「国」が

必ずしも霞ケ関と永田町、すなわちわが国の中

央政府のみを意味しなければならない理由はな

い。地方自治体も、「地方政府」であり、「公共

の事務」を担当する限りにおいて
一種の 「目」

であるともいえる。要は、なにをもって 「国」

というかによるのである。

各省は 「国」を自分たちだけの専売特許の様

に考えているようであるが、そもそも、「国」

を担う 「責任」を中央政府から地方自治体に移

していこうというのが地方分権改革であり、そ

の一環としての 「三位一体改革」であるo各 省
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―リージョナリズムの世界的潮流の中で
一

早稲田大学大学院公共経営研究科教授

片 木

の見解は、「国の責任を地方に移せ」という地

方団体側の主張に対して、単に 「国の責任だか

らだめだ」とオーム返しを繰り返しているにす

ぎず、到底反論の名にも価するものではない。

そもそも、「国」とはなにか。

連邦国家においては、これを構成する個々の

州も 「国」である。たとえば、 ドイツは16)寸1か

らなる連邦国家であるが、人口わずか66万人の

ブレニメンを含め、各州は、広範な事務権限と

自主財政権を有し (裁判所まで持っている)、

まさに一国一城を構えている。 ドイツのみなら

ず、近年、EU諸 国をはじめ世界各国において、

このような地域主権のシステムを採用する変革

の波が広がっている。1993年、ベルギ
ーは、名

実ともに連邦国家となり、「共同体」と 「地域」

に大幅な権限移譲がなされて中央政府の機能が

縮小した。1990年代後半、イギリスではいわゆ

るデヴォルーションによリスコットランド議会

が創設されて権限が移譲され、単
一国家の伝統

を誇ってきたイギリスさえもが事実上連邦国家

に近づきつつあるともいわれている。ごく最近
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圃國

においても、昨年の地方分権化のためのフラン

スの憲法改正、この10月、再度の上院議決を残

すだけになったイタリアの連邦化に向けた憲法

の改正の動きなど、経済のグローバル化やEU

統合の進展にともない、ウェストファリア条約

以来の国民国家が溶解し、各国内の地域 (リー

ジョン)が立法権を含む広汎な権限を与えられ、

「国」としての地位を確立しつつある。

そこで、本稿においては、以上のような諸外

国の動向も踏まえながら、民主主義の原点に立

ち返って 「国」のあり方を考察するとともに、

さらなる三位一体改革の推進、道州制の導入な

ど今後のわが国の地方分権と住民自治を展望す

る。

1 都 市国家アテネの民主制

クロイソスとソロン

アテネの改革者ソロンがエジプトを回ってリ

ディアのクロイソス王を訪ねたときのことであ

る。

王は、世に賢人として名高いソロンを歓待す

るとともに、宝物蔵に案内させ、豪華な財宝を

ことごとくかれに見せたという。その上で、次

のように尋ねた。

「そなたは、広く世界を見物して回られてい

ると聞いているが、だれかこの世界で一番幸せ

な人間に会われたかどうか。」

これに対して、ソロンは、「この世で一番幸

せな人間」として、アテネの一市民、テロスな

る者の名をあげたという。自分を 「世界で一番

幸せな人間」だと言ってもらいたかった王にヘ

つらわなかったのである。あてがはずれてその

理由を問うクロイソスに対して、ソロンは、次

のように答えた。
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「テロスは、よい国に生まれてすぐれたよい

子供に恵まれ、その子らに皆また子供が生まれ、

それが一人も欠けずにおりました。、かれは、わ

が国の標準からすれば生活も裕福でございまし

たが、その死に際がまた実に見事でした。アテ

ネが隣国と戦争した際、敵を敗走せしめた後、

見事な戦死を遂げたのでございます。」

クロインスは、その後、「自分は世界
一幸福

な人間であると考えたがため」神罰を受け、愛

する息子を失うとともに、ペルシアとの戦争に

負けてリデイアの国そのものを失ったという

( 注1 、2 ) 。

当時、オリエントや地中海地域において勃興

し、覇を競っていた数多くの諸国は、それぞれ

民族の存亡をかけて、「国のあり方を如何にす

るか、僣主独裁制か、寡頭制か、それとも民主

制か」の選択を追られ、内外で激しい議論を戦

わせていた。ヘロドトスによれば、ベルシアで

さえ、グレイオスが王権を奪取した際、民主制

導入是か非か、議論があったとのことである。

このように緊追する当時の国際情勢の中で、ア

テネをはじめギリシアの都市国家の多くは、民

主制国家における二市民の方が、財宝を蓄えて

人を意のままにすることのできる独裁君主より

も幸せであり、民主制が最善であると考えてい

たことが以上の挿話によって、覗われるのであ

る。それから160年後であるが、アテネの指導

者ペリクレスも、言う。

「まとめて言えば、われらのポリス全体はギ

リシアが追うべき理想の顕現であり、われら一

人一人の市民は、人生の広い諸活動に通晩し、

自由人の品位を持し、己れの知性の円熟を期す

ることができると思う。そしてこれがたんなる

この場の高言ではなく、事実をふまえた真実で
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圃國

ある証拠は、かくの如き人間の力によってわれ

らが築いたポリスの力が遺憾なく示している。

なぜならば、列強の中でただわれらのポリスの

みが試練に直面して名声を凌ぐ成果をかちえ、

ただわれらのポリスに対してのみは敗退した敵

すらも畏怖をつよくして1員みをのこさず、従う

属国も盟主の徳をみとめて非難をならさない。

かくも偉大な証績をもってわが国力を衆目に明

らかにしたわれらは、今日の世界のみならず、

遠き末世にいたるまで世人の賞嘆のまととなる

だろう。」(注3)

都市国家アテネの体制にも、無謀なシチリア

遠征がベロポネソス戦争の敗因となったことに

端的に示されているように、弱点があり、衆愚

政治の到来とともに、民主制は世界史から
一旦

は姿を消してしまう。

しかし、このように、個々人の自由を互いに

尊重しながら、同時に、公共の事柄に参画して

社会から賞賛されながら生を全うできるギリシ

アの民主制の精神は、脈々と受け継がれて人類

の社会、国家の仕組みの理想となり、中世の自

治都市、市民革命、最近の共産主義体制の崩壊

等を経て、今日の隆盛に至っているといえよう。

アテネは、小規模な都市国家であつた。最大

時、「市民35,000人から45,000人(家族を入れれ

ば110,000人から180,000人)、奴隷は80,000人か

ら110,000人 、周辺部を含めればおそらく

215,000人から300,000人の問」(注4)と いう数

字の伝えられているアテネに対して、今日の世

界の主要国家は、数億人、数千万人、少ないと

ころでも数百万人の規模であり、桁違いに大き

V 。ヽ

そもそも、そのような巨大な国家が必要なの

かどうかが議論されなければならない。また、
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仮に必要であるとしても、そのような今日の巨

大国家においてどのようなシステムにすれば、

本当に民主主義が機能するのか、国民の意思が

反映されるのかということが厳密に検証される

必要がある。このような巨大な国家においては

アテネのような直接民主制は物理的に無理であ

り、代表者にその決定を委ねざるを得ないこと

から代表制民主制が採用されているのである

が、そのことがさらに本来の民主主義を形骸化

させる恐れがあり、この問題をいかに解決して

いくかが現下の喫緊の課題である。

また、とりわけ、このような巨大国家におけ

る意思決定が中央集権体制の下、国民、住民か

ら遠く離れたところで行われることは、国民、

住民から国家、「公共」をますます疎外させて

これまた、本来の民主主義を形骸化させてしま

うことになりはしないかと危
J隈される。そのよ

うなことから、中央政府のほかに、地方政府、

地方自治体を創設し、これに権限を移譲して住

民の自治による政治と行政を確保していくこと

が非常に重要な課題となってくるわけである。

そこで、次に、 ドイツ最小の州として、気を

吐く 「都市国家」ブレニメンを見てみよう。

2 ド イツ連邦制 とブレ
ーメン

三位一体改革を先取りするドイツの連邦制

ドイツは、16の州からなる連邦国家であり、

州が集まって連邦を作っているとの考えから、

州がなにごとにつけ優先される制度となってい

る。

まず、国家的な諮活動については、原則とし

て、州に先ず、無制限の所管権限が与えられ、

連邦の権限は、基本法に列挙された事項に限定

されている。そして、69名の各州の首相と大臣

等で構成される連邦参議院が設置され、各州の
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圃団

義

利害に関係する連邦法は連邦参議院の同意なし

には成立しない。事務権限の配分についても、

州を基本として制度が組み立てられ、裁判所、

警察組織も州が所管するなど、広範な事務が州

の権限とされ、まさに各州が一国一城を構えて

V るヽ。

また、租税をいかに連邦と州との間で分け合

うかについても、州を基本においた考え方がと

られている。所得税、法人税、売上税の三税は、

「共同税」として連邦と州の両者でいわば共有

するものと位置付けられているとともに、基本

的に税の賦課徴収は、州の官庁である税務署が

これを執行し、徴収された税収が逆に連邦に交

付されるのである。

ドイツにおいては、いわば、「三位一体改革」

は、とっくの昔に実現しているといえよう (注

5 、6 ) 。

都市国家ブレーメン

1200年の歴史を有し、グリム童話 「ブレーメ

ンの音楽隊」で有名なブレーメン市は、古くは

北東ヨーロッパのキリスト教伝道の中心地とし

て、中世にはハンザ同盟の一員として隆盛を誇

り、商人による都市自治共和国を築き上げてき

た ( 注7 ) 。

ブレーメン州は、ブレーメン市とブレーマー

ハーフェン市からなる都市州であり、人口約66

万人、面積約400平方キロ。 ドイツで最も小さ

な州である。人日は、わが国でいえば、鳥取県

の62万人を少し上回る。面積にいたっては、

404平方キロメー トルであり、わが国最小の香

川県の4分の 1にすぎない (第1図、第2図)。

このように小さな州ではあるが、ブレーメン

州は、 ドイツを構成する16州の一つとして、運
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邦参議院における3票の議決権を有するなど文

字通リー国T城 を構えている。

ブレーメン州が連邦を構成する州としての地

位を認められているのは、ハンザ同盟年以来の

歴史的経緯によるほか、都市州はドイツ基本法

の構成要素をなすものであり、憲法によって守

られるべきものであると考えられていることに

よる。

「今日、より大きな政治的統合体に向かう傾

向が見られるとはいえ、都市州は、けっして時 ヽ

代錯誤のものではない。目下、グローバル化の

時代にあって、政治決定が小さな統一体からよ

り大きな統一体に移行していく強い傾向が認め

られる一一これは、市町村と郡の関係でも郡と

州の関係でも、ついには連邦と州の関係でも同

じことであるが、そうだからこそ、都市州の政

治的統一体としての重要性はますます増加して

いるのである。というのも、広城州においては、

支配する者は、しばしば支配される者から遠く

離れて暮らし、活動しがちであるが、都市州に

おいては、‐方において国家性はあるというも

のの、他方において地域の共同体として、よく

見通せる民主主義的な責任の関係を構築できる

からである。土地の人間としての絆と共有する

歴史の影響力は、広城州より都市州の方が強い。

これが個々人の市民意識を高めるという長所を

有している。基本法がドイツの憲法的伝統を断

回として採用することとしたのも、このために

ほかならない。」(ビーレフェルト大学 ヴ イー

ラント教授、注8)

「都市州が基本法にしっかりと規定されたの

は、われわれの連邦主義が中央集権国家的な原

則に反対し、行政効率的な観点のみを考慮する

国家体制ではなく、公共を意向する連邦主義、

即ち市民がその生活する
'共
同体や地域へのアイ
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圃國

デンティテイーを保持できるような連邦主義を

採用したからである。」(ブレ
ーメン ペ ルシャ

ウ副市長、注 8)

財政危機で苦労しているとはいえ、このよう

な小さなブレーメンがドイツ連邦共和国を構成

する一州として、堂々と
一回をなしているとい

う点を考慮すれば、わが国のほとんどの府県は、

その人口と面積の規模からいって、
一国を構成

するに小さすぎるとはいえないと思われる。現

状の規模のままで日本国を構成する‐州となっ

ても何ら不思議ではないのである (参照 :全国

知事会HP「 都道府県と諸外国の人口比較」

http://w、v、v.nga.grjp/kisodata/new_kiso_data=

2004/pdf/1‐8_data.pdfl。

3 EU主 要国における

リージョナリズムの動向

冒頭に触れたように、近年、特にEU諸国に

おいては、ヨーロツパの統合に伴い、「国家の

溶解」、「国家の空洞化」ということが言われ、

第 1図  ド イツと
との比較

日本 人 口最大州と最小州

千 人

ウェストファリア条約以降の近代国民国家がそ

の存在感を薄めつつある。経済のグロ
ーバル化

に伴い、国民国家は、その権限を超国家機関に

吸い上げられつつあるとともに、当該国家内の

地域 (リージヨン)の 比重が高まっているので

ある (注9)。1993年のバルギ
ーの連邦化、イ

ギリスにおけるデヴオルーション、フランスに

おける2003年の憲法改正等の地方分権化、イタ

リアにおける2001年に続く2004年の憲法改正の

動き等がその例である。

次に、これを概観する。

イギリスのデヴォルーション

周知のとおり、1997年5月労働党のブレア政

権が成立し、同9月のスコットランド議会の創

設に関する住民投票を経て、翌年11月にはスコ

ットランド議会法が成立し、1998年7月 には、

国からの大幅な権限移譲が行われた。

1707年のグレートブリテン連合王国の成立に

より、スコットランドが事実上イングランドに

第 2図  ド イツと
との比較

日本 面 積最大州と最小州

km2

83,454

70,548

404
1,862

バイエルン州 北 海道 ブ レ
ーメン州 香 川県

20,000
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16,000
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6,000

4,000

2,000

0

18,010

11,906
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ｍ
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0
R州   東 京都 ブ レーメン州 鳥 取県     バ イエルン州 北 海道 ブ レ

ーメ

注① ドイツの人口・面積は、2000年3月31日現在 ドイツ連邦統計局

注② 日本の面積は、2001年10月1日現在。国上交通省国土地理院「全国都道府県市区町村面積調」

注① 日本の人口は、2002年3月31日現在 総務省自治行政局 住民基本台帳人口集計
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圃國掌

併合されて以来、実に300年を経て実現したも

のである。

すなわち、憲法、防衛、外交、マクロ経済政

策、社会保障、原子力、入国管理以外の分野に

おける立法権限がスコットランド議会に移譲さ

れ、これに伴い、スコットランド省の組織と権

限の大部分がスコットランド自治政府に移行し

た。また、スコットランド議会に域内税率変更

権として3%の 範囲内で独自に所得税を増減税

できる権限が付与されている (注10)。

このようなスコットランドの自立は、経済的

グロTバ リゼーションに密接に関係する動きと

考えられる (注11)。イギリス国内においては、

他に、Jヒアイルランドとウェールズの地域にも

自治権が認められ、最終的にウェストミンスタ

ー議会 (イギリス議会)に 立法権限は残ってい

るとはいうものの、事実上イギリスは、これら

の地域からなる連邦国家になりつつあると評し

うる。

ベルギーの連邦制採用

ベルギーは、1830年にオランダから独立して

できた国である。ラテン民族とゲルマン民族が

協力して国を運営しており、ヨーロッパの統合

を象徴するような国であるといわれている。オ

ランダに近いフランドル地方では、ゲルマン系

のオランダ語が、南のワロン地域ではラテン系

のフランス語が話されている。しかし、ごたぶ

んにもれず言語的な問題もあり、これに加えて、

近年、特にワロン地域の経済がスコットランド

と同様、重厚長大産業の衰退により低迷したこ

とも背景に地方分権が推進されてきた。1970年

のオランダ語、フランス語、 ド イツ語の3つ の

「文化共同体」の設立、1980年の自治体として

の 「フラマン地域」と 「ワロン地域」の倉J設を
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経て、1993年、ベルギー憲法が改正され、「共

同体」と 「地域」からなる連邦国家が名実とも

に誕生した。また、最近においても、2001年に

は、「地域」への農業、貿易、税制等の大幅な

権限移譲がおこなわれている (注12、13、14、

1 5 )。

フランスの地方分権改革

現在フランスには、海外の4州 を含めて26の

州がある (第3図 )。これらの州は、1982年 ミヽ

ッテランの地方分権法により、地方自治体とし

て創設されたものである。同法は、フランスの

地方制度を抜本的に改革し、州を地方自治体と

して確立するとともに、幅広い分野で権限を与

えるものであった。また、それまで、県の行政

の執行権限は、中央によって任命された地方長

官 (官選知事)が 有していたが、これを議員の

互選によって選出された州及び県の議会の議長

にゆだねた。翌年の権限配分法により、コミュ

ーン、県、州及び国の事務の再配分がなされて

いる。

最近に至って、ラファラン首相の強力なリー

ダーシップのもとに、2003年には憲法改正が行

われ、地方分権化が宣言されるとともに、補完

性の原理の導入、地方団体の財政上の独立性の

保障、法的効力を有する住民投票等を定める改

正が行われた。2004年には、州に対する経済開

発、観光振興、県に対する道路、地方団体に対

する港湾、空港などの大規模施設等の権限移譲

や移譲される事務に従事する公務員の身分、権

限移譲に伴う財政的な補償等を定めた権限移譲

法および地方団体に財政自主権を認める財政自

治法が成立、地方分権がさらに進展している

(注16、17、18、19)。

-7-



圃団掌

第 3図  フ ランスの州

スペイン

1975年にフランコが没した後、1978年の新憲

法により各州の自治権が
一定の手続きで獲得で

きることとなり、新しい自治州が誕生した (第

4図 )。その後、1997年には、自治州に対する

個人所得税、資産税、贈与税、相続税、不動産

取得税等大幅な税源移譲が行われ、さらに、

2002年には、自治州に対して、制限税率の範囲

内での税率変更権限、新税の創設権限が付与さ

れるなど、リージヨンレベルの改革が進んでい

る。現在においてはこれらの改革が
一定の目標

を達し、地方分権化の重点は、ムニシピオ (市

町村)へ の権限移譲に移りつつあるといわれて

いる (注20)。

イタリア

戦後の憲法で創設されていた州制度が完全に

実施されたのは、1970年になってからであるが、

1990年初頭にコムーネ (市町村)と 県に対する

- 8 -

1 ブ ルターニュ

2 バ ス ・ノルマンデイ
ー

3 オ ー ト・ノルマンデイ
ー

4  ノール ・パ ・ド・カレ

5  ピ カルディ

6  イ ル ・ド・フランス

7  シ ヤンパーニュ ・アルデ
ーヌ

8  ロ レーヌ

9 ア ルザス

10 ペ イ ・ド・ラ ・ロワ
ール

11 サ ントル

12 ブ ルゴーニュ

13 フ ランシュ ・コンテ

14 ポ ワトウー ・シヤラント

15 リ ムーザン

16 オ ーヴエルニュ

17 ロ ーヌ ・アルプ

18 ア ーキテーヌ

19 ミ デイ 'ピ レネー

20 ラ ングドック ・ルシヨン

21 プ ロバンス ・アルプス
・コー トダジユール

22 コ ルシカ

(地図は、www map―o■flAance,coによる。)

分権化が行われた後、1997年のいわゆるバッサ

ニーニ法によって、州への分権化が実施された

(第5図)。1999年には憲法改正による州知事の

直接選挙、州の形態を州自身で決める制度が導

入され、ついに、2001年10月には、憲法改正に

より連邦制が導入されている。その後、この改

正で州に大幅な立法権限が認められたものの、

中央政府との競合立法権限であり、その行使を

めぐって紛争がたえなかったことから、その州

の立法権限を専属的なものとするよう、北部同

盟からの憲法改正提案がなされ、2002年12月に

上院で可決、2004年10月下院で修正のうえ可決、

上院に戻され、現在、最終的な審議が行われて

いる (注21、22)。

4 ヨ ーロツパ各国における州の規模

次に、このように重要性を増し、「国」とし

て認められつつあるといえるヨーロッパ各国の

リージョン (以下、「)‖|」という)について、

公営企業 200411



圃圃

な
誓

第 4図  ス ペインの自治州

第 5図  イ タリアの州

人日と面積の規模を概観してみよう。

第6図は、 ドイツ、フランス、スペイン、イ

タリアの州の人口とわが国の都道府県の人口を

比べたものである。

ヨーロッパ各国の州の数が少ないため、左側

に偏った図となっているが、ヨ
ーロッパ各国の

州も、意外に小規模なものが多いことがわかる。

特に、200万人以下の人日の州が多い。 ドイツ

公営企業200411

ガリシア州
アストゥーリアス州
カンタブリア州
バスク州
ナバラ州
カスティージャ ・イ ・レオン州
ラ・リオハ州
アラゴン州
カタルーニャ州
マドリッド州
エストレマ ドウーラ州
カスティージャ・ラ ・マンチャ州
バレンシア州
バレアレスナH
アングルシア州
ムルシア州
カナリアス州

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

(地図は、www`map― oispain coに よる。)

塞

1  ピ エモンテ
2  ヴ アッレ・ダオスタ [ * ]
3  ロ ンバルディア
4  ト レンティーノ=ア ルト・

5  ヴ ェネト
6  フ リウリ=ヴ ェネツイア ・

7  リ グーリア
8  エ ミリア ・ロマーニャ
9  ト スカーナ
1 0  ウンブリア
11 マルケ
12 ラツイオ
13 アプルッツォ
14 モ リーゼ
15 カ ンパァニア
16 プーリア
17 バジリカータ
18 カラーブリア
19 シチリア [*]
20 サルデーニャ [*]

アーデイジェ [* ]

ジューリア [* ]

[司  は、 特 房1サ||。

(地図は、bi g―i t a l y‐m a p  c oによる。)

の1, 8 0 0万人は、ノル ドライン ・ヴェス トファ

ーレン州であ り、 日本の最大人口は東京都の

1,200万人である。この図から明らかなように、

EU諸 国の州の中にも、日本の人口最小県、鳥

取県よりも小規模な州がかなりある。日本の場

合、人口が200万人を超える県も、東京都から

栃木県まで20あり、全体としてはヨーロッパの

各州の人口規模より大きいことが歴然としてい

-9-



圃団

る。日本の人口は、フランス、イタリア、スペ

インの人日の 2倍以上であるから、人口だけで

考えた場合には、47都道府県という数も、ヨ
ー

ロッパの各国の州の数に比べて、必ずしも多す

ぎるというわけでない。

次に、第 7図 は、 ドイツ、フランス、スベイ

ン、イタリアの州の面積とわが国の都道府県の

面積を比較したものである。日本の都道府県の

うち突出して面積の広いのは80,000平方キロメ

ー トルを超える北海道である。これに匹敵する、

スペインの 3州 は、カスティージャ・イ ・レオ

ン州、カステイージヤ 'ラ ・ラマンチャ州、ア

ングルシア州である。70,000平方キロメー トル

を超えるドイツ最大の州は、バイエルン州であ

る。

人口と同様、面積についても、ヨ■ロウパ各

国の州の数が少ないため、左にTs~った図となっ

ているが、日本の都道府県より小さい州も、い

くつかはある。しかし、人口とは異なり、全体

としては、日本の都道府県の面積は、ヨーロツ

パ各国の州の面積よりは小さい。

大雑把に言って、地域の人口の多寡とその地

域の財政力等とは比例するものと考えられるか

ら、州の行財政基盤の強弱の観点から州の適正

規模を考える場合は、日本の都道府県はヨーロ

ッパ各国と比べて人口の点では遜色がないの

で、その規模は必ずしも小さいとはいえない。

ただし、交通等の発達による地域の狭臨化の観

点から見た場合には、日本の都道府県の現状は

地域としてやや狭いものと考えることもできよ

う。

したがって、現下における道州制の論議の関

心が目の事務 ・権限の移譲の受皿として、現状

の都道府県の規模がどうかということであるな

らば、財政力等に比例すると考えられる人口規

模がヨーロッパ各国に比べて遜色のない日本の

都道府県は、そのままで、ヨーロッパ各国と同

様、「一回」としての地位を与えられてもおか

第 6図  欧 州各国と日本 州 と都道府県人日の比較 (降順)
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圃団

静

100,000

90,000

しくはないということができよう。

道州制の導入にあたっても、必ずしも、都道

府県の区城を拡大してブロツク単位の公共団体

とする必要はなく、現在の都道府県の区域のま

まで、国からの大幅な権限と財源の移譲により、

一州をなすこととしても何ら不都合はないはず

である。

5 道 州制論議と静岡県の「政令県」

構想

わが国においても、現行都道府県制度のあり

方について論議が高まり、第27次地方制度調査

会においては、「明治21年以来ほとんど変更の

ない現行都道府県は、きたるべき地方分権時代

にはその在り方を見直す必要がある」とされる

とともに、都道府県の自主的合併を可能とする

公営企業 2004.11

30,000

20,000

10,000

0

(注)
① 日 本の人口 (2000年)、面積 (2002年)は 、全国知事会HPに よる。

② ド イツの人口・面積は、2000年3月31日現在 ド イツ連邦統計局による。

③ イ タリアの人日は、クレア 「イタリアの地方自治、2004年2月」による。面積は、

httpノ/www.globalgeograna com/italy_regions/italyぶup.htinによる。

④ ス ペインの人口 ・面積 (1998年)は 、クレア、2002年2月 「スペインの地方自治」による。

① フ ランスの人口 ・面積 (1999年)は 、「La France en bref‐edition 2003」

http://www.insee.fr/fr/ffc/intfrcbreipdfによる。

第 7 図 欧州各国と日本 州 と府県の面積比較 (降順) km2

地方自治法の改正が提言され、去る5月、同法

の改正が実現したところである。引き続き、現

在、第28次地方制度調査会では、道州帝Jについ

て審議が行われている。

道州制とは一般に、現行の都道府県を廃止し

て、全国を10ブロック程度に地域を分割し、創

設した地域団体に大幅に国家の権限と財源を移

譲して、行政事務を担当させようとするもので

あるが、近年、各道府県からも多くの提言がな

されている。

静岡県政令県構想

平成15年11月、筆者も委員として参加した、

静岡県の内政改革検討委員会は、国の統治の在

り方、できる限り多くの県の事務を移譲してい

く新型指定都市と広城連合ヽ「政令県」と 「道」、
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圃國

大都市圏城、行政経営の在り方等を内容とする

提言を行った。

これまでに述べてきたように、日本の都道府

県がその人口規模からいってヨーロッパ各国の

州に比べて遜色はなく、現状の区域のままで、

ヨーロッパ各国と同様、「一回」としての地位

を与えられてもおかしくはないと考えられるの

であるが、静岡県の 「政令県構想」は、この観

点から注目されるものである。

この報告書では、都道府県の再編の最終的な

姿として、現在の国の出先機関の機能を吸収し

た新しい広域の地方公共団体 「道」の制度が提

案されているが、それに至る第 1段階として、

人口、行財政基盤、自治能力が一定の程度を超

えると判断される府県について、国の一定の権

限移譲を認める新たな制度である (「政令県」

がそのまま合併しないで最終的に 「道」になる

ことも想定されている)。市町村における指定

都市を都道府県にアナロジー的に適用したもの

であるが、この提案の背景には、 ドイツのブレ

ーメンのようなわずか66万人の自治体が国家と

してやっていけるのなら、400万人近くの規模

を有する静岡県は、堂々たるものであり、都道

府県の合併等による規模の拡大をまたずとも、

現状の県の区域のままで、「道」になってもお

かしくはないという考えがあった。

また、従来から、地方分権論議となるといわ

ゆる 「受け皿論」が横行し、市町村にしろ、都

道府県にしろ、事務 ・権限と財源の移譲を受け

るためには、規模の拡大による能力の向上が必

要であり、それが実現するまではそれらの権限

等を移譲することはできないとの主張が行われ

がちである。すなわち、市町村の合併や都道府

県の広域化の必要性を強調することにより、地

方分権をできるだけ回避しその実施時期を遅ら

-12-

せる口実として使おうとする嫌いなきとしない

のであるが、静岡県のこの 「政令県構想」は、

一定の都道府県は広域化しなくとも現状のまま

で事務 ・権限と財源の移譲ができるはずだと主

張するものであり、このような言い逃れを許さ

ないものとV うヽこともできよう (注23)。

6 結 論

以上のとおり、現在の大多数の都道府県が、

連邦制、道州制の下で、そのまま州として成り

立ちうるとすれば、今後、三位一体改革、地方

分権改革により権限と財源の移譲を徹底して推

し進めていけば、それがそのまま道州制あるい

は連邦制の導入へとつながっていくと考えるこ

ともできる (現に、区域の拡大の必要のない北

海道については、道州制特区として取り組みが

始まっている)。

したがって、今回の三位一体改革論議におい

ても、各省は、「国の責務」を云々して現状維

持に固執するのではなく、むしろ、都道府県や

市町村も 「国」の責務を担うものとして遇し、

これらの団体に事務 ・権限と財源を移譲してい

くことこそ、求められているのではないかとい

う点を議論すべきである。より国民、住民に近

い団体としてできるだけ多くの意思決定を行う

システムにする方が適切なのかどうか、国民、

住民自身が自らの問題として、より近いところ

で 「公共の事柄」を決定し、自ら責任を負って

いくということが、望ましいのかどうかを議論

すべきである。筆者には、三位一体改革も、地

方分権改革も、あるいは道州制 ・連邦制の導入

も、議論の根は共通であり、結局、できるかで

きないかの問題ではなく、やるのかやらないの

かの問題に帰するように思われるも
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注

１ 松平千秋訳 『ヘロドトス歴史』(1971年、岩波文

円
澄田 宏 「アテナイ民主政を生んだエ

ートス」、

広島大学総合科学部 ヨ ーロツパ研究講座編

『ヨーロッパ的人間』(1985年、勤草書房)

ペロポネソス戦争の最中に行われたペリクレス

の有名な葬送演説 (BC.431年)t久 保 正 彰訳

『トゥーキユデイデース 戦 史』(1966年、岩波

文庫)に よる。

Peter Hall,FMegacities,World Cities and Global

Cities』

(URL)http://www.megacities.n1/1ecture_1/

1ecture.htlnl

片木 「三位
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